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2022年 1月 25日 

各 位 

株式会社 北日本銀行 

 

きたぎん SDGs経営サポートによる「SDGs 宣言」策定支援について 

～桜心警備保障株式会社～ 

 

株式会社北日本銀行（頭取 石塚恭路）は、取引先企業さまの SDGs への取り組みを評価分析し、

SDGs 経営を支援する「きたぎん SDGs 経営サポート」を取り扱っております。この度、本サービス

のうち Basic（基本版）を通じて、桜心警備保障株式会社様（代表取締役 越場健一）が SDGs宣言

を策定されましたので、下記の通りお知らせいたします。 

今後とも当行は、取引先企業さまの SDGs の取り組みを支援し、持続的な地域社会の実現に貢献

してまいります。 

記 

１． 会社概要 

会 社 名 桜心警備保障株式会社 

所 在 地 〒020-0125 岩手県盛岡市上堂 3丁目 19-4 

代 表 者 代表取締役 越場健一 

業 種 警備業 

 

２． 重点項目 

 

 

３． きたぎん SDGs経営サポートについて 

取引先企業さまの SDGs（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）への取り

組みを促進するため、取引先企業さまの SDGs の取り組み状況を確認し、優先課題を決定した

上で、目標設定を行うこと（Basic：基本版）、また、サプライチェーン分析による事業活動の

流れと SDGs 貢献度を分析し、未来志向の目標設定（Progress：発展版）をお手伝い致します。 

以 上 

 
［本件に関するお問い合わせ先］ 

営業統括部（担当：加藤 諒一） 

TEL：070-8690-4437 



当社について

現状のSDGsに対するマテリアリティ（重要課題）

従業員の働きがい

地域社会への貢献

コンプライアンス・ガバナンス

マテリアリティ（重要課題）

温室効果ガス排出量の削減、エネルギー使用量の削減、持続可能な森林資源の利用

従業員の体の健康保持、子育てと仕事の両立支援、病気治療や介護との両立支援

寄付活動、地域金融機関との連携

情報セキュリティ対策、業務効率化や生産性の向上、デジタル技術の活用

企業概要

写真1

写真2

桜心警備保障 株式会社

代表取締役　越場 健一

企業ロゴなど

（所在地：岩手県盛岡市）

当社は1970年に創業し、岩手県盛岡市にて警備業を営んでおります。

県内警備会社としての草分け的存在であり、長い業歴で培った信頼を強みに

岩手だけではなく青森、秋田、宮城までの幅広い事業基盤を有しております。

「信頼と心のベストマッチした警備」をモットーに

お客様にとって快適な警備を提供いたします。

大項目

環境の保全



【企画・制作協力：株式会社日経リサーチ 「SDGs経営推進プロジェクト」】

マテリアリティ（重要課題）

桜心警備保障 株式会社　SDGs宣言書

当社は、国際連合で採択された持続可能な開発目標（SDGs）の達成に、

以下のマテリアリティ（重要課題）への取り組みを通じて貢献します。

2022年1月25日

桜心警備保障 株式会社

代表取締役　越場 健一

・業務のペーパーレス化を推進し、環境にやさしい経営を行います

 ▼ 目標・取り組み内容

・EV車の導入を計画的に進め、脱炭素に向けた取り組みを推進します

・事務所のLED照明化を進めることで、CO２削減に貢献します

エネルギー使用量の削減を通じ、社内における環境意識を醸成いたします。

 環境の保全

 ▼ 目標・取り組み内容

・医師による保健指導を定期的に実施し、従業員の健康を守ります

・時間単位休暇制度導入により、子育てと仕事の両立支援をいたします

・休職、復職制度の充実により介護による離職率ゼロを目指します

 従業員の働きがい

従業員の心身の健康に配慮した職場環境を整備し、誰もが働きがいを感じることができる職場を目

指します。

 ▼ 目標・取り組み内容

・社会貢献活動費を増やし、地域に密着した経営を行います

・金融機関との連携により、SDGｓ関連投資を行ってまいります

警備業を通じ、地域の人が安心して暮らすことのできる町づくりに取り組みます。

 地域社会への貢献

・デジタル化の推進により、業務効率化および適正化を進めます

 ▼ 目標・取り組み内容

 コンプライアンス・ガバナンス

デジタル技術の活用により、顧客満足度および生産性の向上に努めてまいります。

・ガイドラインに基づく情報管理により情報漏洩事故ゼロを目指します

・業務マニュアルの見直しを行い、顧客満足度の向上に努めます


